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付
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。



衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
政
府
が
進
め
る
「
外
国
人
材
の
受
入
れ
」
の
具
体
的
な
影
響
等
に
関
す
る
質
問
に
対
す

る
答
弁
書

一
及
び
十
に
つ
い
て

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
法
務
省
設
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
よ
る
改
正
後
の
出
入
国
管
理
及
び
難

民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
三
百
十
九
号
。
以
下
「
改
正
後
入
管
法
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
設
け
ら
れ
る
「
特
定
技

能
」
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
在
留
す
る
外
国
人
（
以
下
「
特
定
技
能
外
国
人
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
改
正
後
入
管
法

第
二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
、
「
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
締
結
す
る
雇
用
に
関
す
る
契
約
」
は
、
同
「
契
約
に
基
づ
い
て

当
該
外
国
人
が
行
う
当
該
活
動
の
内
容
及
び
こ
れ
に
対
す
る
報
酬
」
が
「
適
切
に
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
と
し
て
法
務
省
令

で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
ま
た
、
同
条
第
二
項
に
お
い
て
、

当
該
「
法
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
は
、
外
国
人
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
報
酬
の
決
定
」
に
つ
い
て
、
「
差
別
的
取

扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を
含
む
も
の
と
す
る
」
と
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
な
お
、
「
日
本
人
よ
り
安
い
給
料
で

雇
っ
た
場
合
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
お
答
え
す
る
こ
と
は
困

難
で
あ
る
。

一



二
か
ら
五
ま
で
及
び
十
二
に
つ
い
て

労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
、
最
低
賃
金
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
三
十
七
号
）
、
健
康
保

険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
、
国
民
年
金
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭

和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
五
号
）
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
及
び
雇
用
保
険
法
（
昭

和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
）
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
の
対
象
者
に
つ
い
て
、
日
本
人
で
あ
る
か
外
国
人
で
あ

る
か
に
よ
っ
て
差
異
を
設
け
て
い
な
い
。
た
だ
し
、
国
民
年
金
法
及
び
厚
生
年
金
保
険
法
に
お
い
て
、
日
本
国
籍
を
有
し
な

い
者
に
対
し
て
は
、
脱
退
一
時
金
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

六
、
七
、
九
及
び
十
三
に
つ
い
て

「
特
定
技
能
一
号
な
い
し
は
二
号
の
外
国
人
労
働
者
」
に
限
ら
ず
、
一
般
に
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
以
下

「
入
管
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
は
、
本
邦
に
在
留
す
る
外
国
人
は
、
在
留
期
間
が
満
了
し
、
又
は
在
留
資
格
の
取
消
し

に
よ
り
在
留
資
格
を
失
っ
た
場
合
に
は
、
本
邦
か
ら
出
国
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
入
管
法
第
二
十
四
条
に
定
め
る
退
去
強
制
事
由
に
該
当
す
る
外
国
人
に
対
し
て
は
、
入
管
法
に
定
め
る
退
去
強
制

手
続
を
執
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
退
去
強
制
手
続
に
よ
り
、
退
去
強
制
令
書
の
発
付
を
受
け
た
被
退
去
強
制
者
が
、
自
発
的

二



な
出
国
を
拒
ん
だ
場
合
に
は
、
罰
則
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
入
国
警
備
官
が
同
行
し
て
、
航
空
機
又
は
船
舶
を
利
用
し

て
、
当
該
被
退
去
強
制
者
を
出
身
国
な
ど
に
送
還
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

八
に
つ
い
て

企
業
が
ど
の
よ
う
な
場
合
に
ど
の
よ
う
な
労
働
者
を
対
象
に
解
雇
す
る
か
は
、
個
別
の
事
情
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
お
尋
ね
に
つ
い
て
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

十
一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
特
定
技
能
二
号
に
移
行
で
き
る
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
「
特
定
技
能
第

一
号
」
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
在
留
す
る
外
国
人
が
「
特
定
技
能
第
二
号
」
へ
の
在
留
資
格
の
変
更
を
す
る
に
当
た
っ
て
は
、

法
務
大
臣
が
、
当
該
外
国
人
に
つ
い
て
、
「
特
定
技
能
第
二
号
」
の
在
留
資
格
の
条
件
に
適
合
す
る
な
ど
、
在
留
資
格
の
変

更
を
許
可
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
に
足
り
る
相
当
の
理
由
が
あ
る
と
判
断
す
る
こ
と
を
要
す
る
。

三


